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２．インタフェース項目案 

 現時点における、各インタフェース項目の変更案等を以下に示す。 

（現行からの変更点を太字・網掛け・下線とする。） 

 

 

【インタフェース仕様書 都道府県編】 

 （１） 事業所異動連絡票情報（サービス情報） 

 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

事業所異動連絡票情報

（サービス情報）の識別

番号を設定する 

○ ○ ○ “5213”固定 

：        

６１ 登録保険者番号 数字 ６

基準該当事業所、又は、

地域密着型事業所を登録

した保険者の番号を設定

する 

   

※７ 

※２０ 

６２ 受領委任の有無 数字 １

受領委任の有無をコード

で設定する    

1:無し 

2:有り 

※２１、※２４

６３ 登録開始年月日 数字 ８

登録開始年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※２１ 

６４ 

基
準
該
当
・
地
域
密
着
型 

登録終了年月日 数字 ８

登録終了年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

   

※２ 

※２１ 

：        

７７ 栄養管理の評価 数字 １
栄養管理の評価をコード

で設定する    
※３、※４、 

※１７、※２５

：        

８０ 
若年性認知症ケア体制の

有無 
数字 １

若年性認知症ケア体制の

有無をコードで設定する
   

1:無し 

2:有り 

※４、※１８、

※２５ 

：        

８８ 
特定事業所加算（居宅介

護支援）の有無 
数字 １

特定事業所加算（居宅介

護支援）の有無をコード

で設定する 

   

※３、※４、 

※１８ 

：        

105 大規模事業所該当の有無 数字 １

大規模事業所該当の有無

をコードで設定する 
   

1:非該当 

2:該当 

※４、※１８、

※２５ 

：        

107 重度化対応体制の有無 数字 １

重度化対応体制の有無を

コードで設定する 
   

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※１８、

※２５ 

：        

115 個別機能訓練体制の有無 数字 １
個別機能訓練体制の有無

をコードで設定する 
   

※３、※４、 

※１８ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

116 
個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅰ）の有無 
数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅰ）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※１８、

※２５ 

117 

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅰ）の有無

（旧：理学療法Ⅱ） 

数字 １

個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

（理学療法Ⅰ）の有無を

コードで設定する 

   

1:無し 

2:有り 

※４、※１８ 

：        

124 ３級ヘルパー体制 数字 １
３級ヘルパー体制をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

125 

中山間地域等における小

規模事業所加算（地域に

関する状況） 

数字 １

中山間地域等における小

規模事業所加算（地域に

関する状況）をコードで

設定する 

   

1:非該当 

2:該当 

※４、※２６ 

126 

中山間地域等における小

規模事業所加算（規模に

関する状況） 

数字 １

中山間地域等における小

規模事業所加算（規模に

関する状況）をコードで

設定する 

   

1:非該当 

2:該当 

※４、※２６ 

127 
サービス提供体制強化加

算 
数字 １

サービス提供体制強化加

算をコードで設定する 
   

※３、※４、 

※２６ 

128 
認知症短期集中リハビリ

テーション加算 
数字 １

認知症短期集中リハビリ

テーション加算をコード

で設定する 

   
1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

129 
若年性認知症利用者（入

所者・患者）受入加算 
数字 １

若年性認知症利用者（入

所者・患者）受入加算を

コードで設定する 

   
1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

130 看護体制加算 数字 １
看護体制加算をコードで

設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

131 夜勤職員配置加算 数字 １
夜勤職員配置加算をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

132 療養食加算 数字 １
療養食加算をコードで設

定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

 医療機関連携加算 数字 １
医療機関連携加算をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

 障害者等支援加算 数字 １
障害者等支援加算をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

133 日常生活継続支援加算 数字 １
日常生活継続支援加算を

コードで設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

134 認知症専門ケア加算 数字 １
認知症専門ケア加算をコ

ードで設定する 
   

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

※４、※２６ 

135 ２４時間通報対応加算 数字 １
２４時間通報対応加算を

コードで設定する 
   

1:対応不可 

2:対応可 

※４、※２６ 
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必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

136 看護職員配置加算 数字 １
看護職員配置加算をコー

ドで設定する 
   

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

※４、※２６ 

137 夜間ケア加算 数字 １
夜間ケア加算をコードで

設定する 
   

1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

138 
集団コミュニケーション

療法の有無 
数字 １

集団コミュニケーション

療法の有無をコードで設

定する 

   
1:無し 

2:有り 

※４、※２６ 

※３： 「インタフェース仕様書 共通編(P.31) 1.4 コード一覧」参照。 

※４： サービス種類等により体制の無い加算については“０”または“NULL”を設定する。 

※24： 基本情報の指定／基準該当等事業所区分コードが、「2：基準該当事業所」又は「7：混

在型事業所Ⅱ」の場合のみ、値の設定を可能とする。 

※25： 異動年月日が平成 21 年 3 月 31 日以前の場合、設定可とし、平成 21 年 4 月 1 日以降の

情報に設定した場合はエラーとし台帳への登録は行わない。 

※26： 処理年月が平成 21 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 21 年 4 月以前

の場合、本項目の設定は不要とし、従前のインタフェースとする。設定された場合はエ

ラーとして台帳への登録は行わない。また、異動年月日が平成 21 年 3 月 31 日以前の情

報は、未設定であってもエラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 
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【インタフェース仕様書 居宅介護支援事業所編】 

 

（１） 交換情報識別番号の対応 

 
入力識別番号と請求明細書（現物）または償還明細書の対応は以下の通り。 

入力識別番号 

現物 償還 

請求明細書または 

償還明細書 
平成

13年

12 月

以前 

平成

14 年 

1 月 

以降 

平成

15 年 

4 月 

以降 

平成

17 年

10 月

以降 

平成

18 年 

4 月 

以降 

平成

20 年 

5 月 

以降 

平成

21 年

4月

以降

平成

13年

12 月

以前

平成

14 年

1月

以降

平成

15年

4月

以降

平成

17年

10 月

以降

平成

18 年

4月

以降

平成

20年 

5 月 

以降 

平成

21 年 

4 月 

以降 

 

7131 2131 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ 

－ 7132 － 2132 介護予防ｻｰﾋﾞｽ 

7141 7142 7143 2141 2142 2143 短期入所生活介護 

－ 7144 － 2144 予防短期生活介護 

7151 7152 7153 7155 2151 2152 2153 2155 短期入所老健施設 

－ 7154 7156 － 2154 2156 予防短期老健施設 

7161 7162 7163 7164 2161 2162 2163 2164 短期入所医療施設 

－ 7165 － 2165 予防短期医療施設 

7171 2171 認知症型共同生活 

－ 7172 － 2172 予防認知症型 

－ 7173 － 2173 特定施設・地域特定施設 

－ 7174 － 2174 予防特定施設 

－ 7175 － 2175 認知症型短期 

－ 7176 － 2176 予防認知短期 

7181 7182 7183 2181 2182 2183 福祉施設・地域福祉施設 

7191 7192 7193 7194 2191 2192 2193 2194 介護老人保健施設 

71A1 71A2 71A3 21A1 21A2 21A3 介護療養型医療施設 

8121 8122 8124 21B1 21B2 21B4 居宅サービス計画費 

－ 8123 8125 － 21B3 21B5 介護予防支援 

－ 21C1 福祉用具販売費 

－ － 21C2 介護予防福祉用具販売費 

－ 21D1 住宅改修費 

－ － 21D2 介護予防住宅改修費 
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（２） 介護給付費請求明細書（居宅サービス計画費）情報 

サービス提供年月が平成２１年４月以降の場合、以下の項目を設定する。（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

介護給付費請求明細書（居宅

サービス計画費）情報の識別

番号を設定する 

○ 

“8124” 

又は 

“8125” 

２ 事業所番号 数字 １０

居宅介護支援事業所又は介

護予防支援事業所（地域包括

支援センター）の事業所番号

を設定する 

○ 

※１  

３ 
指定/基準該当等事業所区

分コード 
数字 １

指定/基準該当等事業所区分

コードを設定する 
○ 

※１  

４ サービス提供年月 数字 ６

当該請求対象となるサービス

を提供した年月（西暦年月

(YYYYMM)）を設定する 

○ 

※２  

 

５ 証記載保険者番号 数字 ６ ６桁の保険者番号を設定する ○ ※１  

６ 単位数単価 数字 ４ 単位数単価を設定する ○ ※４ ※Ｓ

７ 被保険者番号 英数 １０
被保険者証記載の被保険者

番号を設定する 
○ 

※１  

８ 公費負担者番号 数字 ８
公費負担者番号を設定する 公費の種類が

生活保護単独

の場合、必須 

※１ 

９ 公費受給者番号 数字 ７
公費受給者番号を設定する 公費の種類が

生活保護単独

の場合、必須 

 

１０ 被保険者生年月日 数字 ８
被保険者の生年月日（西暦年

月日(YYYYMMDD)）を設定する
○ 

※３  

１１ 性別コード 数字 １ 被保険者の性別を設定する ○ ※１  

１２ 要介護状態区分コード 数字 ２ 要介護状態区分を設定する ○ ※１  

１３ 認定有効期間(開始) 数字 ８

認定有効期間開始年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※３  

１４ 認定有効期間(終了) 数字 ８

認定有効期間終了年月日（西

暦年月日(YYYYMMDD)）を設定

する 

○ 

※３  

１５ 
居宅サービス計画作成依

頼届出年月日 
数字 ８

居宅サービス計画作成依頼

届出年月日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する 

○ 

※ ３  

※ ５ 

１６ 
サービス計画費明細行番

号 
数字 ２

同一被保険者のサービスコー

ドごとの明細行番号連番を設

定する 
○ 

01～98: 

明細レコード

99: 

終端レコード

１７ サービスコード 数字 ６ サービスコードを設定する ○ ※１  

１８ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ○ ※Ｓ 

１９ 回数 数字 ２ 回数を設定する ○ ※Ｓ 

２０ サービス単位数 数字 ６ サービスの単位数を設定する ○ ※Ｓ 

２１ サービス単位数合計 数字 ６

サービス単位数の合計を設定

する 

サービス計画

費明細行番号

が”99”の場合、
必須 

※６ 

※Ｓ 

２２ 請求金額 数字 ６

請求金額を設定する サービス計画

費明細行番号

が”99”の場合、
必須 

※６ 

※Ｓ 
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項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 必須入力 備考 

２３ 担当介護支援専門員番号 数字 ８
サービス計画を作成した介護

支援専門員番号を設定する 

交換情報識別

番 号 が ”8124”
の場合、必須 

 

２４ 摘要 英数 ２０    

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月日｣欄」参照。(P.42) 

※ ４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢単位数単価｣欄」参照。(P.42) 

※ ５ 被保険者でない生活保護受給者の場合は設定不要。 

※ ６ サービス計画費明細行番号が“９９”の場合にのみ設定する。サービス計画費明細行番号による各項

目の設定方法は次の通り。 

項番 項目名 設定する内容 

１ 

： 

１５ 

交換情報識別番号 

  ： 

居宅サービス計画作成依頼

届出年月日 

サービス計画費明細行番号が０１～９９の全ての行について、同じ

値を設定する 

１６ サービス計画費明細行番号 レコードが複数件になる場合、

０１～９８の順次番号を設定

する 

レコードが１件のみの場合、及び

複数レコードの最後レコードには

９９を設定する 

１７ サービスコード 各レコードのサービスコードを設定する 

１８ 単位数 各サービスコードに対応する単位数を設定する 

１９ 回数 各サービスコードに対応する回数を設定する 

２０ サービス単位数 単位数に回数を乗じた値を設定する 

２１ サービス単位数合計 － 

サービス計画費明細行番号が０１

～９９までのサービス単位数の和

を設定する 

２２ 請求金額 － 

サービス単位数合計に単位数単価

を乗じた額（小数点以下切捨て）

を設定する 

２３ 担当介護支援専門員番号 
サービス計画費明細行番号が０１～９９の全ての行について、同じ

値を設定する 

２４ 摘要 各サービスコードに対応する摘要欄を設定する 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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【インタフェース仕様書 サービス事業所編】 

 

（１） 介護給付費請求明細書情報 入力必須項目と様式の対応表 

 

 
基本情報レコード 

項番 項目名 

様
式
第
二
・
二
の
二 

様
式
第
三
・
三
の
二 

様
式
第
四
・
四
の
二 

様
式
第
五
・
五
の
二 

様
式
第
六
・
六
の
二 

様
式
第
六
の
三
・
六
の
四 

様
式
第
六
の
五
・
六
の
六 

様
式
第
八 

様
式
第
九 

様
式
第
十 

備考 

１ 交換情報識別番号 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

：            

２２ 中止年月日 ○          

２３ 
中止理由・入所（院）前

の状況コード 
○    

◎

*2

◎

*2
 

◎ 

*2 

◎ 

*2 

◎ 

*2 

２４ 入所（院）年月日  
◎

*1

◎

*1

◎

*1
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

：            

 凡例 ◎…必須項目 ○…請求内容により設定する項目 空白…設定不要 

 

*2 サービス提供年月が平成２１年４月以降のサービスについて、入力を必須とする。なお、サービス提供

年月が平成２１年３月以前のサービスについては、未設定であってもエラーとしない。設定している場

合は、通常のチェックを行う。 
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（２） 介護保険審査決定増減表情報 

※ヘッダレコード、明細レコードは変更無し 

・トレーラレコード 

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する “7211”固定 

２ 帳票レコード種別 英数 ２ “T1”固定  

３ 件数（介護） 数字 ６
介護の請求差のサービス事業

所の合計件数を出力する 

※Ｓ 

※２ 

４ 
件数（特定入所者介

護等） 
数字 ６

特定入所者介護サービス費等

の請求差のサービス事業所の

合計件数（内数）を出力する 

※Ｓ 
※１ 

※２ 

５ 金額（介護） 数字 ９
介護の請求差のサービス事業

所の合計金額を出力する 

※Ｓ 

※２ 

６ 

請
求
差 

特定入所者介護サー

ビス費等 
数字 ９

特定入所者介護サービス費等

のサービス事業所の合計請求

差を出力する 

※Ｓ 
※１ 

※２ 

７ 件数（介護） 数字 ６
介護の返戻のサービス事業所

の合計件数を出力する 
※Ｓ 

８ 
件数（特定入所者介

護等） 
数字 ６

特定入所者介護サービス費等

の返戻のサービス事業所の合

計件数（内数）を出力する 

※Ｓ 
※１ 

９ 単位数（介護） 数字 ９
介護の返戻のサービス事業所

の合計単位数を出力する 
※Ｓ 

１０ 

返
戻 

特定入所者介護サー

ビス費等 
数字 ９

特定入所者介護サービス費等

のサービス事業所の合計返戻

を出力する 

※Ｓ 
※１ 

１１ 件数（介護） 数字 ６
介護の査定増減のサービス事

業所の合計件数を出力する 
※Ｓ 

１２ 
件数（特定入所者介

護等） 
数字 ６

特定入所者介護サービス費等

の査定増減のサービス事業所

の合計件数（内数）を出力す

る 

※Ｓ 
※１ 

１３ 単位数（介護） 数字 １０
介護の査定増減のサービス事

業所の合計単位数を出力する 
※Ｓ 

１４ 

査
定
増
減 

特定入所者介護サー

ビス費等 
数字 １０

特定入所者介護サービス費等

のサービス事業所の合計査定

増減を出力する 

※Ｓ 
※１ 

１５ 件数（介護） 数字 ６
介護の保留分のサービス事業

所の合計件数を出力する 
※Ｓ 

１６ 
件数（特定入所者介

護等） 
数字 ６

特定入所者介護サービス費等

の保留分のサービス事業所の

合計件数（内数）を出力する 

※Ｓ 
※１ 

１７ 単位数（介護） 数字 ９
介護の保留分のサービス事業

所の合計単位数を出力する 
※Ｓ 

１８ 

保
留
分 

特定入所者介護サー

ビス費等 
数字 ９

特定入所者介護サービス費等

のサービス事業所の合計保留

分を出力する 

※Ｓ 
※１ 

１９ 件数（介護） 数字 ６
介護の保留復活分のサービス

事業所の合計件数を出力する 
※Ｓ 

２０ 

合
計 

保
留
復
活
分 

件数（特定入所者介

護等） 
数字 ６

特定入所者介護サービス費等

の保留復活分のサービス事業

所の合計件数（内数）を出力

する 

※Ｓ 
※１ 
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項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２１ 単位数（介護） 数字 ９

介護の保留復活分のサービス

事業所の合計単位数を出力す

る 

※Ｓ 

２２ 

  

特定入所者介護サー

ビス費等 
数字 ９

特定入所者介護サービス費等

のサービス事業所の合計保留

復活分を出力する 

※Ｓ 
※１ 

※ １ 平成１７年９月サービス以前は、食事提供費用にかかる値を設定する。平成１７年１０月サービス以降は、特
定入所者介護サービス費等費用にかかる値を設定する。 

※ ２ 未出力とする場合がある。 
※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。   
    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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【インタフェース仕様書 保険者編】 

 

（１）  保険者異動連絡票情報 
必須入力※１ 

項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 
新規 変更 終了 

備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
保険者異動連絡票情報の

識別番号を設定する 
○ ○ ○ 

“5411”固定 

：        

１４ 住所（漢字） 漢字 １２８
保険者の住所を全角文字

で設定する 
○   

 

１５ 
中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算 
数字 １

中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算コー

ドを設定する 
   

※３ 

※５ 

 
（２） 広域連合異動連絡票情報（行政区異動連絡票情報） 

必須入力※１ 
項番 項目 属性 ﾊﾞｲﾄ数 内容 

新規 変更 終了 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４

広域連合異動連絡票情報

（行政区異動連絡票情

報）の識別番号を設定す

る 

○ ○ ○ 

“5611”固定 

：        

５ 保険者番号 数字 ６
政令市又は広域連合の保

険者番号を設定する 
○ ○ ○ 

※３ 

６ 
市町村番号（行

政区番号） 
数字 ６

自治省にて定める市町村

の番号を設定する 
○ ○ ○ 

 

７ 有効開始日 数字 ８
有効開始日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する
○   

※２ 

※４ 

８ 

市
町
村
（
行
政
区
） 

情
報 

有効終了日 数字 ８
有効終了日（西暦年月日

(YYYYMMDD)）を設定する
  ○ 

※２ 

９ 
中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算 
数字 １

中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算コー

ドを設定する 
   

※３ 

※５ 

※５： 処理年月が平成 21 年 5 月以降の場合、設定する。なお、処理年月が平成 21 年 4 月以前の

場合、本項目の設定は不要とし、旧インタフェースとする。設定された場合はエラーとして台帳へ

の登録は行わない。また、異動年月日が平成 21年 3月 31日以前の情報は、未設定であっても

エラーとしない。設定している場合は、通常のチェックを行う。 
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（１） 介護給付費公費受給者別一覧表情報 

※ヘッダレコード、トレーラレコードは変更無し 
・明細レコード 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を出力する “6411”固定 

２ 帳票レコード種別 英数 ２ 帳票レコード種別文字を出力する  “D1”固定 

３ 公費受給者番号 数字 ７ 公費受給者番号を出力する  

４ サービス提供年月 数字 ６
サービス提供年月（西暦年月(YYYY 

MM)）を出力する 

※１     

５ 事業所番号 数字 １０
サービス事業所等の事業所番号を

出力する 

※２     

６ 事業所名 漢字 ４０
サービス事業所等の事業所名を出

力する 

７ サービスコード 英数 ６
請求対象となるサービスのサービ

スコードを出力する 

※２ 

※３ 

８ サービス種類名 漢字 ３４ サービス種類名を出力する ※３ 

９ サービス項目名 漢字 ３４ サービス項目名を出力する ※３ 

１０ 日数・回数 数字 ２ 日数・回数を出力する ※３  ※Ｓ 

１１ 公費対象単位数 数字 １３ 公費対象分の単位数を出力する ※３  ※Ｓ 

１２ 公費負担金額 数字 １３ 公費負担分の金額を出力する ※３  ※Ｓ 

１３ 公費分本人負担額 数字 １２
公費分の被保険者負担額を出力す

る 

※３  ※Ｓ 

１４ 証記載保険者番号 数字 ６
被保険者証記載の保険者番号を出

力する 

 

１５ 保険者名 漢字 ４０ 保険者名を出力する 

１６ 被保険者番号 英数 １０ 受給者の被保険者番号を出力する  

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(Ｐ.42) 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(Ｐ.31) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 
    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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※ ３ サービスコードとサービス種類名，サービス項目名，日数・回数，公費対象単位数，公費負担金額，公費分本

人負担額の関係は以下の通りである。 

明細レコードの種類 
 

一般の明細レコード 小計 高額 受給者計 

５ 事業所番号 １０桁の事業所番号 １０桁の事業所番号 空白 空白 

６ 事業所名 
事業所番号に対応

する事業所名 

事業所番号に対応

する事業所名 
空白 空白 

７ サービスコード 
６桁のサービスコー

ド（※４） 
“XXXXXX” “YYYYYY” “ZZZZZZ” 

８ サービス種類名 

サービスコードに対

応するサービス種

類名（※５） 

“小計”固定 “高額介護サービス
費”固定 “受給者計”固定 

９ サービス項目名 

サービスコードに対

応するサービス項

目名 

空白 空白 空白 

１０ 日数・回数 

受給者番号、事業

所番号、サービスコ

ードに対応したサー

ビス日数・回数 

空白 空白 空白 

１１ 
公費対象単位

数 

受給者番号、事業

所番号、サービスコ

ードに対応した公費

対象分の単位数 

受給者番号、事業

所番号単位で集計

した公費対象分の

単位数 

空白 

受給者番号単位

で、高額介護サービ

スを考慮した公費対

象分の単位数 

１２ 
公費負担金額 

（※７） 
空白 

受給者番号、事業

所番号単位で集計

した公費負担分の

金額 

受給者番号単位

の、高額介護サー

ビス費による公費負

担額の減少分 

受給者番号単位

で、高額介護サービ

スを考慮した公費対

象分の金額 

１３ 
公費分本人負

担額（※７） 

受給者番号、事業

所番号、サービスコ

ードに対応した被保

険者負担額 

受給者番号、サー

ビス種類コード単位

で集計した被保険

者負担額 

空白 

受給者番号単位で

集計した被保険者

負担額 

 
※ ４  食事費用額（平成 17 年 9 月サービス以前）の場合は“ＳＹ”＋空白４文字、特定診療費、緊急時施設療養費、 

および、特別療養費の場合は“ＤＫ”＋空白４文字、増減単位数の場合はサービス種類コード２桁＋空白４文

字、特定入所者介護サービス費（平成 17 年 10 月サービス以降）の場合は“サービス種類コード”＋空白４文

字を出力する。 

※ ５  食事費用額（平成17年 9月サービス以前）の場合は“食事費用額”、特定診療費の場合は“特定診療費”、緊 

急時施設療養費の場合は“緊急時施設療養費“、特別療養費の場合は“特別療養費”を出力する。 
※ ６  増減単位数の場合“（増減単位数）”を出力する。 
※ ７  公費負担金額が０円でも公費分本人負担額がある場合は出力する。 
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（２） 償還明細書情報（サービス計画情報レコード） 

サービス提供年月が平成２１年４月以降の場合、以下の項目を設定する。（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
交換情報識別番号を設定する “21B4”、又は、

“21B5” 

２ レコード種別コード 数字 ２ レコード種別コードを設定する 06 固定 

３ 対象年月 数字 ６

居宅介護（支援）サービス計画費の

対象年月（西暦年月(YYYYMM)）を設

定する 

※１   

４ 事業所番号 数字 １０
居宅介護支援事業所番号を設定す

る 

※２ 

５ 証記載保険者番号 数字 ６
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 

※ ２    

６ 被保険者番号 英数 １０
被保険者の被保険者番号を設定す

る 

※ ２    

７ 整理番号 数字 １０
被保険者の申請単位に付与する整

理番号を設定する 

 

８ 
指定／基準該当事業所区

分コード 
数字 １

指定／基準該当事業所区分コード

を設定する 

※２ 

９ 
居宅サービス計画作成依

頼届出年月日 
数字 ８

居宅サービス計画作成依頼届出年

月日（西暦年月日（YYYYMMDD））を

設定する 

※３ 

１０ サービス計画費明細行番号 数字 ２

同一被保険者のサービスコードごと

の明細行番号連番を設定する 

01～98: 

明細レコード 

99: 

終端レコード 

１１ サービスコード 数字 ６
居宅介護（支援）サービス計画費の

サービスコードを設定する 

※２ 

１２ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ※Ｓ 

１３ 回数 数字 ２ 回数を設定する ※Ｓ 

１４ サービス単位数 数字 ６
居宅介護（支援）サービス計画費の

単位数を設定する 

※Ｓ 

１５ 単位数単価 数字 ４ 単位数単価を設定する ※４  ※Ｓ 

１６ サービス単位数合計 数字 ６ サービス単位数の合計を設定する ※Ｓ 

１７ 請求金額 数字 ６

居宅サービス計画費報酬明細書に

記載したサービスの請求金額を設

定する 

※Ｓ 

１８ 担当介護支援専門員番号 数字 ８
サービス計画を作成した介護支援専

門員番号を設定する 

 

１９ 摘要 英数 ２０   

２０ 審査方法区分コード 数字 １
国保連合会に審査を依頼するかど

うかの区分コードを設定する 

※２ 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月日｣欄」参照。(P.42) 

※ ４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢単位数単価｣欄」参照。(P.42) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 
    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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（３） 介護給付費通知書情報 

※既存レコード（ヘッダレコード、明細レコード、集計レコード、合計レコード）は変更無し 
 
保険者が福祉用具貸与品目情報を介護給付費通知書情報に出力するものとして連合会に申し出

た場合、当該保険者について以下のレコードを出力する。 
 

・福祉用具貸与品目情報レコード（複数レコード） 

項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
介護給付費通知書情報の交換

情報識別番号を出力する 

“3222”固定 

２ 帳票レコード種別 英数 ２ 帳票レコード種別を出力する “F1”固定 

３ 保険者番号 数字 ６ 保険者番号を出力する ※１ 

４ 証記載保険者番号 数字 ６
被保険者証記載の保険者番号

を出力する 

※１ 

５ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を出力する ※１ 

６ サービス提供年月 数字 ６
サービス提供年月（西暦年月

(YYYYMM)）を出力する 

※２ 

７ 事業所番号 数字 １０ 事業所番号を出力する ※１ 

８ 事業所名（漢字） 漢字 ４０ 事業所名（漢字）を出力する  

９ サービス種類コード 数字 ２ サービス種類コードを出力する  

１０ サービス項目コード 数字 ４ サービス項目コードを出力する  

１１ サービス略称 漢字 ３２ サービス略称を出力する  

１２ ＣＣＴＡコード 数字 ６ ＣＣＴＡコードを出力する  

１３ 
福祉用具貸与品目コード（ＴＡＩＳコ

ード） 
英数 １２

福祉用具貸与品目コード（ＴＡＩＳ

コード）を出力する 

 

１４ 福祉用具商品名 漢字 ６０
ＴＡＩＳコード商品名を出力する 

 

 

１５ 費用額 数字 ９

当該利用者が利用した福祉用

具貸与品目毎の単位数に１０を

乗じた値を出力する 

 

１６ 希望小売価格 英数 ２０
当該ＴＡＩＳコードのメーカ希望小

売価格を出力する 

 

１７ 請求件数 数字 ６
当該ＴＡＩＳコードの全国におけ

る請求件数を出力する 

 

１８ 最低費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの全国におけ

る最低費用額を出力する 

 

１９ 最頻費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの全国におけ

る最頻費用額を出力する 

 

２０ 最高費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの全国におけ

る最高費用額を出力する 

 

２１ 

全
国 

平均費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの全国におけ

る平均費用額を出力する 

 

２２ 請求件数 数字 ６
当該ＴＡＩＳコードの都道府県内

の請求件数を出力する 

 

２３ 最低費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの都道府県内

の最低費用額を出力する 

 

２４ 最頻費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの都道府県内

の最頻費用額を出力する 

 

２５ 

都
道
府
県 

最高費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの都道府県内

の最高費用額を出力する 
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項番 項目名 属性
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

２６  平均費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの都道府県内

の平均費用額を出力する 

 

２７ 請求件数 数字 ６
当該ＴＡＩＳコードの保険者内の

請求件数を出力する 

 

２８ 最低費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの保険者内最

低費用額を出力する 

 

２９ 最頻費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの保険者内の

最頻費用額を出力する 

 

３０ 最高費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの保険者内の

最高費用額を出力する 

 

３１ 

保
険
者 

平均費用額 数字 ９
当該ＴＡＩＳコードの保険者内の

平均費用額を出力する 

 

３２ 単位数範囲１ 英数 １３
ヒストグラムの横軸に該当する

単位数範囲１を出力する 

 

：     

４１ 単位数範囲１０ 英数 １３
ヒストグラムの横軸に該当する

単位数範囲１０を出力する 

 

４２ 単位数範囲１の度数 数字 ６
単位数範囲１の全国における度

数を出力する 

 

：     

５１ 

ヒ
ス
ト
グ
ラ
ム
作
成
用
デ
ー
タ 

（
全
国
） 

単位数範囲１０の度数 数字 ６
単位数範囲１０の全国における

度数を出力する 

 

５２ 単位数範囲１ 英数 １３
ヒストグラムの横軸に該当する

単位数範囲１を出力する 

 

：     

６１ 単位数範囲１０ 英数 １３
ヒストグラムの横軸に該当する

単位数範囲１０を出力する 

 

６２ 単位数範囲１の度数 数字 ６
単位数範囲１０の都道府県内の

度数を出力する 

 

：     

７１ 

ヒ
ス
ト
グ
ラ
ム
作
成
用
デ
ー
タ 

（都
道
府
県
） 

単位数範囲１０の度数 数字 ６
単位数範囲１０の都道府県内の

度数を出力する 

 

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。(P.31) 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：｢年月｣欄」参照。(P.42) 

※ Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 
    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
 

 

※本レイアウトは福祉用具貸与費分布状況の的確な把握に資する情報として現在検討中の内

容を含むため、今後変更の可能性があります。 
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 レコード構成図 

介護給付費通知書 

レコードの編綴（ファイル内の格納順序） 

 

 

 

                    

 

ヘッダレコード 

保
険
者
単
位
で
１
フ
ァ
イ
ル 

 
明細レコード 

サ
ー
ビ
ス
提
供
年
月
単
位

被
保
険
者
単
位 

集計レコード 

集計レコード 

 
明細レコード 

ヘッダレコード 

集計レコード 

 
明細レコード 

合計レコード 

合計レコード 

 ： 

 
福祉用具貸与品目情報レコード 
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【帳票イメージ（案）】 
 介護給付費通知書、介護給付費通知書（続き）は変更無し。 
 

介護給付費通知書（福祉用具貸与品目）（案）
様 （ 被保険者番号：14207700XX ）

年 月 分

参考情報

【あなたが利用した福祉用具と費用】

○○　○○

平成 20 ○

○　このお知らせは、あなたが利用する製品と同じものの費用額の分布と、
　　あなたの費用額が分布のどこに位置するかを知っていただくためのものです。

サービス事業所 TAISコード 福祉用具商品名 費用額

福祉用具貸与事業所 99999-999999 介助用車いす 8,000

福祉用具貸与事業所 99999-999999 特殊寝台 10,500

福祉用具貸与事業所 99999-999999 特殊寝台付属品 2,000

※　費用額は、あなたが福祉用具をレンタルされた際にお支払いになった金額と保険給付額の合計額を記載してい
　 ます。（特別地域加算分を除く。）

※　グラフでは、同一製品の価格について、それぞれの価格幅（横軸）について、どれくらい貸与されているのか
　（縦軸）を示しており、更にあなたが借りた価格（点）も示しています。なお、適正価格を表したものではあ
　りません。

（標準帳票のイメージ。記載する福祉用具数、注釈等は保険者により変更可能。）

※　右の表では、あなたが借りている福祉用具と同一製品の貸与価格について、全国、都道府県、保険者それぞれの
　範囲での、「最低費用額（最も安い価格）」、「最頻費用額（最も請求の多い価格）」、「最大費用額（最も高い
　価格）」、「平均費用額（平均値）」を表しています。
　　 また、費用額には、搬出入費、メンテナンス費等のサービス費用が含まれている場合もあり、また、価格の分布
　状況等により平均費用額等が必ずしも代表値とはいえない場合があります。

全国費用額分布状況【福祉用具Ａ】

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

費用額（円）

件
数

＜4,000　　 　4,000　　　　5,000　　　6,000　　　　7,000　　　　8,000　　　　9,000　　　10,000　　　11,000　　12,000≦

　　　　　　　  ～4,999　　～5,999 　～6,999　　 ～7,999　　 ～8,999　　 ～9,999　 ～10,999　 ～11,999

全国費用額分布状況【福祉用具Ｂ】

0

20

40

60

80

100

120

140

費用額（円）

件
数

＜2,000　　 　2,000　　　　3,000　　　 4,000　　　　5,000　　　　6,000　　　　7,000　　　 8,000　  　　9,000　　　10,000≦

　　　　　　　  ～2,999　　～3,999 　 ～4,999　　 ～5,999　　 ～6,999　　 ～7,999　  ～8,999　 　～9,999

全国費用額分布状況【福祉用具Ｃ】

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

費用額（円）

件
数

＜1,000　　 　1,000　　　　2,000　　　　3,000　　　　4,000　　　　5,000　　　　6,000　　　 7,000　 　　 8,000　　  　9,000≦

　　　　　　　  ～1,999　　～2,999 　　～3,999　　 ～4,999　　 ～5,999　　 ～6,999　  ～7,999　　 ～8,999

【介助用車いす】

【特殊寝台】

【特殊寝台付属品】

最高費用額
120,000 100,000 100,000

全国 都道府県 保険者

請求件数
10,000 1,000 100

最低費用額
2,000 2,500 2,000

最頻費用額
7,500 7,500 7,000

平均費用額
12,220 10,250 9,700

平均費用額
4,500 4,167 4,000

全国 都道府県 保険者

請求件数
500 80 10

最低費用額
1,000 1,000 1,000

最頻費用額
5,500 5,500 5,000

最高費用額
12,500 11,500 11,000

平均費用額
3,500 3,667

2,000 500

最頻費用額
5,500 5,500

3,833

全国 都道府県 保険者

請求件数
10

最低費用額
500 1,000 2,000

5,000

最高費用額
10,000 10,000 9,500
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（４） 共同処理用保険者異動連絡票情報（基本情報） 
必須入力※１ 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４
共同処理用保険者異動連絡票

情報の識別番号を設定する 
○ ○ 

“5A11”固定 

２ 異動年月日 数字 ８

保険者の変更等が生じた年月

日（西暦年月日(YYYYMMDD)）

を設定する 

○ ○ 
※２ 

３ 異動区分コード 数字 １
異動区分コードを設定する 

○ ○ 
1:新規 

2:変更 

４ 異動事由 数字 ２
共同処理用保険者情報の異動

事由を設定する 
○ ○ 

01（固定値） 

５ 保険者番号 数字 ６ 保険者番号を設定する ○ ○ ※３ 

６ 金融機関コード 数字 ４
保険者の口座の金融機関コー

ドを設定する 
  

※

３ 

７ 
金融機関支店コー

ド 
数字 ３

保険者の口座の金融機関支店

コードを設定する 
  

※

３ 

８ 口座種目 数字 １
保険者の口座の口座種目を設

定する 
  

※

３ 

９ 口座番号 数字 ７
保険者の口座の口座番号を設

定する 
  

※

３ 

１０ 口座名義人（カナ） 英数 ４０
保険者の口座の口座名義人

（カナ）を設定する 
  

 

償還払給

付額管理

処理また

は高額介

護サービ

ス費支給

処理を委

託した場

合、必須

１１ 

口
座
情
報 

振込依頼人コー

ド 
数字 １０

銀行が採番した振込依頼人識

別のためのコードを設定する

  

各種支払支援処

理を委託して、

保険者単位に振

込データ作成を

行う場合、必須

１２ 郵便番号 数字 ７
問い合わせ先の郵便番号を設

定する 
○  

 

１３ 電話番号 英数 １２
問い合わせ先の電話番号を設

定する 
○  

 

１４ 住所（カナ） 英数 ７５
問い合わせ先の住所（カナ）

を設定する 
  

 

１５ 住所（漢字） 漢字 
１２

８

問い合わせ先の住所（漢字）

を設定する 
○  

 

１６ 名称１ 漢字 ４０
問い合わせ先の市区町村名等

を設定する 
○  

 

１７ 名称２ 漢字 ４０
問い合わせ先の部署名等を設

定する 
○  

 

１８ 

問
い
合
わ
せ
先
情
報 

備考 漢字 ８０
問い合わせ先の備考を設定す

る 
  

 

１９ 郵便番号 数字 ７
高額介護合算療養費計算結果

送付先の郵便番号を設定する
  

 

２０ 電話番号 英数 １２
高額介護合算療養費計算結果

送付先の電話番号を設定する
  

 

２１ 住所 漢字 １２８
高額介護合算療養費計算結果

送付先の住所を設定する 
  

 

２２ 名称１ 漢字 ４０

高額介護合算療養費計算結果

送付先の市区町村名等を設定

する 

  

 

２３ 

計
算
結
果
送
付
先
情
報 

名称２ 漢字 ４０
高額介護合算療養費計算結果

送付先の部署名等を設定する
  

 



- ２１ - 

必須入力※１ 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

新規 変更 
備考 

２４ 発行者名 漢字 １００
証明書発行者名（市町村長等）

を設定する 
  

２５ 郵便番号 数字 ７
証明書発行者の郵便番号を設

定する 
  

２６ 

証
明
書
発
行
者
情

報 

住所 漢字 １２８
証明書発行者の住所を設定す

る 
  

高額医療合算介

護サービス費支

給処理を委託し

た場合、必須 

※ １ 異動区分コードにより入力必須項目が異なる。（○：必須） 

※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項：「年月日」欄」を参照。(P.42) 

※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」を参照。(P.31) 
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（５） 給付実績交換情報（居宅サービス計画費情報レコード） 

サービス提供年月が平成２１年４月以降の場合、以下の項目を設定する。（複数レコード） 

項番 項目名 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 備考 

1 交換情報識別番号 英数 ４ 交換情報識別番号を設定する ※６ 

２ 入力識別番号 英数 ４
入力元の交換情報識別番号を設定

する 

※５ 

３ レコード種別コード 英数 ２ レコード種別を設定する ※７ 

４ 証記載保険者番号 数字 ８
被保険者証記載の保険者番号を設

定する 

※３    

５ 被保険者番号 英数 １０ 被保険者番号を設定する ※３    

６ 対象年月 数字 ６
対象年月（西暦年月(YYYYMM)）を設

定する 

※１   

７ 事業所番号 数字 １０
サービス事業所等の事業所番号を

設定する 

※３    

８ 整理番号 数字 １０ 整理番号を設定する  

９ 
指定/基準該当等事業所区

分コード 
数字 １

事業所区分コードを設定する ※３  

１０ 単位数単価 数字 ４ 単位数単価を設定する ※４ ※Ｓ 

１１ 
居宅サービス計画作成依

頼届出年月日 
数字 ８

居宅サービス計画作成依頼届出年

月日（西暦年月日(YYYYMMDD)）を設

定する 

※２  

１２ 
サービス計画費明細行番

号 
数字 ２

同一被保険者のサービスコードごと

の明細行番号連番を設定する 

01～98: 

明細レコード 

99: 

終端レコード 

１３ サービスコード 数字 ６ サービスコードを設定する  

１４ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ※Ｓ 

１５ 回数 数字 ２ 回数を設定する ※Ｓ 

１６ サービス単位数 数字 ６ サービス単位数を設定する ※Ｓ 

１７ サービス単位数合計 数字 ６
サービス単位数の合計を設定する ※８ 

※Ｓ 

１８ 請求金額 数字 ６
サービスの請求金額を設定する ※８ 

※Ｓ 

１９ 担当介護支援専門員番号 数字 ８
サービス計画を作成した介護支援専

門員番号を設定する 

 

２０ 摘要 英数 ２０   

２１ 単位数 数字 ４ 単位数を設定する ※Ｓ 

２２ 回数 数字 ２ 回数を設定する ※Ｓ 

２３ サービス単位数 数字 ６ サービス単位数を設定する ※Ｓ 

２４ サービス単位数合計 数字 ６
サービス単位数の合計を設定する ※８ 

※Ｓ 

２５ 

決

定

後 

請求金額 数字 ６
サービスの請求金額を設定する ※８ 

※Ｓ 

２６ 再審査回数 数字 ２ 再審査の回数を設定する ※Ｓ 

２７ 過誤回数 数字 ２ 過誤の回数を設定する ※Ｓ 

２８ 審査年月 数字 ６
審査年月（西暦年月(YYYYMM)）を設

定する 

※１    

※ １ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月｣欄」参照。(P.42) 
※ ２ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢年月日｣欄」参照。(P.42) 
※ ３ 「インタフェース仕様書 共通編 1.4 コード一覧」参照。（P.31） 
※ ４ 「インタフェース仕様書 共通編 1.5 留意事項 ｢単位数単価｣欄」参照。(P.42) 
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※ ５ 居宅介護支援事業所編（１）参照。 
※ ６ 交換情報識別番号の内容は以下の通り。 

交換情報識別番号 

サービス提供年月 

平成15年3月

以前 

平成15年4月

以降 

平成 17 年 10

月以降 

平成18年4月

以降 

平成20年4月

以降 

平成21年4月

以降 

内容 

1131 1132 1133 1134 1135 1136 保険者保有給付実績情報 

1141 1142 1143 1144 1145 1146 保険者保有給付実績更新結果情報

1111 1112 1113 1114 1115 1116 国保連合会保有給付実績情報 

※生活保護単独受給者分についても同様の取扱とする。 

 
※ ７ 交換情報識別番号が”1134”または”1135”の場合は”06”。 

    交換情報識別番号が”1144”、”1145”、”1114”、または”1115”の場合は”D5”。 
※ ８ サービス計画費明細行番号が“９９”の場合にのみ設定する。サービス計画費明細行番号による各項目

の設定方法は次の通り。 

項番 項目名 設定する内容 

１ 

： 

１１ 

交換情報識別番号 

  ： 

居宅サービス計画作成依頼

届出年月日 

サービス計画費明細行番号が０１～９９の全ての行について、同じ

値を設定する 

１２ サービス計画費明細行番号 レコードが複数件になる場合、

０１～９８の順次番号を設定

する 

レコードが１件のみの場合、及び

複数レコードの最後レコードには

９９を設定する 

１３ サービスコード 各レコードのサービスコードを設定する 

１４ 単位数 各サービスコードに対応する単位数を設定する 

１５ 回数 各サービスコードに対応する回数を設定する 

１６ サービス単位数 単位数に回数を乗じた値を設定する 

１７ サービス単位数合計 － 

サービス計画費明細行番号が０１

～９９までのサービス単位数の和

を設定する 

１８ 請求金額 － 

サービス単位数合計に単位数単価

を乗じた額（小数点以下切捨て）

を設定する 

１９ 担当介護支援専門員番号 
サービス計画費明細行番号が０１～９９の全ての行について、同じ

値を設定する 

２０ 摘要 各サービスコードに対応する摘要欄を設定する 

２１ 単位数 各サービスコードに対応する決定後単位数を設定する 

２２ 回数 各サービスコードに対応する決定後回数を設定する 

２３ サービス単位数 決定後単位数に決定後回数を乗じた値を設定する 

２４ サービス単位数合計 － 

サービス計画費明細行番号が０１

～９９までの決定後サービス単位

数の和を設定する 

２５ 

決
定
後 

請求金額 － 

決定後サービス単位数合計に単位

数単価を乗じた額（小数点以下切

捨て）を設定する 

２６ 

： 

２７ 

再審査回数 

  ： 

審査年月 

サービス計画費明細行番号が０１～９９の全ての行について、同じ

値を設定する 

 

※Ｓ 固定長形式で表現する場合の「符号付き形式項目」。 

    なお、※Ｓが付加されていない数字属性項目は、「符号なし形式項目」である。 
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【インタフェース仕様書解説書 保険者編】 

・Ｐ２ １．１．２ 受給者異動連絡票情報 
（４） 項番３「異動区分コード」、項番４「異動事由」及び、項番２０「要介護状態区分コー

ド」で可能な組み合わせについては以下の通り。 

異動区分

コード 
異動事由 

要介護状態

区分コード
設定可能な認定有効期間及び支給限度管理期間 

０１：受給資格取

得 

要支援 

経過的要

介護 

要介護 

３ヶ月～６ヶ月（＋１ヶ月※） 

要支援 

経過的要

介護 

１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

０４：合併による

新規 

要介護 

平成１６年３月以前は１ヶ月未満～１２ヶ月（＋１ヶ月※）

平成１６年４月以降は１ヶ月未満～２４ヶ月（＋１ヶ月※）

 

１：新規 

９９：その他異動 

要支援 

経過的要

介護 

要介護 

１ヶ月未満～２４ヶ月（＋１ヶ月※） 

要支援 

経過的要

介護 

３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 
０３：広域連合に

おける受給者の

市町村間異動（政

令市における受

給者の区間異動） 
要介護 

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

平成１６年４月以降は３ヶ月～２４ヶ月（＋１ヶ月※） 

 

要支援 

経過的要

介護 

３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

２：変更 

９９：その他異動 

要介護 

平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

平成１６年４月以降は３ヶ月～２４ヶ月（＋１ヶ月※） 

 

要支援 

経過的要

介護 

３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 
０２：受給資格喪

失 

要介護 
平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

平成１６年４月以降は３ヶ月～２４ヶ月（＋１ヶ月※） 

要支援 

経過的要

介護 

３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

３：終了 

９９：その他異動 

要介護 
平成１６年３月以前は３ヶ月～１２ヶ月（＋１ヶ月※） 

平成１６年４月以降は３ヶ月～２４ヶ月（＋１ヶ月※） 

 ※ （＋１ヶ月）は月途中適用開始である場合 
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【インタフェース仕様書 共通編】 

コード一覧 

項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

内容 
サービス

種類 平成18年

3月以前

平成 18 年 4月 

以降 
平成 21 年 4 月 

以降 

通所介護

1: 単 独

型 

2: 併 設

型 

3:小規模型事業所 

4:通常規模型事業

所 

5:療養通所介護事

業所 

3:小規模型事業所 

4:通常規模型事業所 

5:療養通所介護事業所

6:大規模型事業所（Ⅰ）

7:大規模型事業所（Ⅱ）

通所ﾘﾊﾋﾞﾘ

ﾃｰｼｮﾝ 

1:通常の医療機関 

2:小規模診療所 

3:介護老人保健施設 

4:通常規模の事業所 

5:大規模の事業所（Ⅰ）

6:大規模の事業所（Ⅱ）

短期入所

療養介護

（診療所

等） 

1:病院療養型 

2:診療所型 

3:認知症疾患型 

4:基準適合診療所型 

6:ユニット型病院療養型 

7:ユニット型診療所型 

8:ユニット型認知症疾患型 

A:病院経過型 

B:認知症経過型 

C:ユニット型病院経過型 

介護予防短

期入所療養

介護（診療

所等） 

1:病院療養型 

2:診療所型 

3:認知症疾患型 

4:基準適合診療所型 

6:ユニット型病院療養型 

7:ユニット型診療所型 

8:ユニット型認知症疾患型 

A:病院経過型 

B:認知症経過型 
C:ユニット型病院経過型 
平成 18 年 3

月以前 
平成 18 年 4

月以降 
平成 21 年 4 月 

以降 

４１ 施設等の区分コード 
（抜粋） 

英数 １ 

特定施設

入居者生

活介護 

1:有料老人

ホーム 

2:軽費老人

ホーム 

 

1:有料老人

ホーム 

2:軽費老人

ホーム 

3:養護老人

ホーム 

4:高齢者専

用賃貸住宅 

1:有料老人ホーム

（介護専用型） 

2:軽費老人ホーム

（介護専用型） 

3:養護老人ホーム

（介護専用型） 

4:高齢者専用賃貸

住宅（介護専用型）

5:有料老人ホーム

（混合型） 

6:軽費老人ホーム

（混合型） 

7:養護老人ホーム

（混合型） 

8:高齢者専用賃貸

住宅（混合型） 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

平成 15 年 3月以前 平成 15 年 4月以降 
平成 21 年 4 月 

以降 

５６ 夜間勤務条件基準 数字 １ 

1:基準型 

2:加算型Ⅰ 

3:加算型Ⅱ 

4:加算型Ⅲ 

5:加算型Ⅳ 

6:減算型 

1:基準型 

2:加算型Ⅰ 

3:加算型Ⅱ 

5:加算型Ⅲ 

6:減算型 

1:基準型 

2:加算型Ⅰ 

3:加算型Ⅱ 

5:加算型Ⅳ 

6:減算型 

7:加算型Ⅲ 

様式第二、第二の二の場合 

中止理由として、以下のいずれ

かを設定する 

平成２１年４月サービス以降、

様式第六～六の四、八～十の場

合、入所（院）前の状況として、

以下のいずれかを設定する 

８４ 
中止理由・入所（院）

前の状況コード 
数字 １ 

1:非該当 

2:介護施設 

3:医療機関入院 

4:死亡 

5:その他 

6:介護老人福祉施設入所 

7:介護老人保健施設入所 

8:介護療養型医療施設入院 

1:居宅 

2:医療機関 

3:介護老人福祉施設 

4:介護老人保健施設 

5:介護療養型医療施設 

6:認知症対応型共生活介護 

7:特定施設入居者生活介護 

8:その他 

平成 21 年 3月以前 平成 21 年 4 月以降 
132 

特定事業所加算（居宅

介護支援）の有無 
数字 １ 

1:無し 2:有り 1:無し 2:加算型Ⅰ 3:加算型Ⅱ

サービス種類 平成 21 年 3月以前 平成 21 年 4 月以降 

通所介護 1:無し 2:有り 
1:無し 2:加算Ⅰ

3:加算Ⅱ 
143 

個別機能訓練体制の有

無 
数字 １ 

上記以外 1:無し 2:有り 

154 ３級ヘルパー体制 数字 １ 1:無し 2:有り 

155 

中山間地域等における

小規模事業所加算（地

域に関する状況） 

数字 １ 1:非該当 2:該当 

156 

中山間地域等における

小規模事業所加算（規

模に関する状況） 

数字 １ 1:非該当 2:該当 

サービス種類 届出内容 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

介護予防訪問入浴介護 

介護予防訪問看護 

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

1:無し 2:有り 

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

介護予防通所介護 

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

夜間対応型訪問介護 

認知症対応型通所介護 

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

157 
サービス提供体制強化

加算 
数字 １ 

上記以外 

1:無し 

2:加算Ⅰ 

3:加算Ⅱ 

4:加算Ⅲ 

158 
認知症短期集中リハビ

リテーション加算 
数字 １ 1:無し 2:有り 
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項番 コード名称 属性 
ﾊﾞｲﾄ

数 
内容 

159 

若年性認知症利用者

（入所者・患者）受入

加算 

数字 １ 1:無し 2:有り 

160 看護体制加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

161 夜勤職員配置加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

162 療養食加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

 医療機関連携加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

 障害者等支援加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

163 日常生活継続支援加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

164 認知症専門ケア加算 数字 １ 1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ 

165 ２４時間通報対応加算 数字 １ 1:対応不可 2:対応可 

166 看護職員配置加算 数字 １ 1:無し 2:加算Ⅰ 3:加算Ⅱ 

167 夜間ケア加算 数字 １ 1:無し 2:有り 

168 
集団コミュニケーショ

ン療法の有無 
数字 １ 1:無し 2:有り 

171 

中山間地域等に居住す

る者へのサービス提供

加算 

数字 １ 1:非該当 2:該当 
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